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令和５年度当初予算 総務部主要施策の概要 

（令和４年度第１次３月補正予算含む） 

 
◎予算編成のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎重点主要施策の概要 

〇 県民の視点に立った行政サービスを提供するため、ＥＢＰＭの手法を活用し、客観的デ

ータなどの根拠に基づいた政策立案を推進するとともに、様々な分野におけるデータの利

活用を図るための環境整備をはじめ、社会全体のデジタル化に向けた取り組みを推進する。 

 

○  大正１５年に建築された歴史ある建築物である知事公舎等の利活用に向けた本格的な

検討を行う。 

 

○ 私立学校における教育環境の維持向上、保護者の経済的負担の軽減及び学校経営の健全

化を図るため、経常費や施設整備、授業料軽減に係る助成などの支援策を講ずる。 

 

○ 看護大学及び県立大学において、地域のニーズに応える人材育成や教育の質の更なる充

実、ガバナンス機能の強化が図られるよう、法人運営に必要な交付金を交付する。 

 

○ 税収の確保に向け、県内４地区の地方税滞納整理機構において、県と参加各市町が共同

で、個人住民税や当該滞納者に係る県税及び市町税の滞納整理を行う。 

・ 県民誰もがより安心で豊かさを実感できるデジタル社会の実現に向けた取り組み 

  を推進する。 

・ 知事公舎等の利活用に向けた検討を推進する。 

・ 建学の精神を尊重した私立学校の振興を図る。 

・ 公立大学法人の運営を支援し、看護大学及び県立大学の個性に更に磨きをかけ、 

  社会に貢献できる人材の育成を行い、地域から支持される大学づくりを促進する。 

・ 税収の確保に努める。 

 



◎ 主 要 事 業

金　　額（千円）

１ 社会全体のデジタル化の推進 　

(1) ＤＸに向けた環境整備

・ＥＢＰＭの手法の本格的な導入 6,017 データに基づく施策立案の推進に向けた職員研修の実施、

職員によるＥＢＰＭの実践を支援する高度なデータ分析

を行う専門家の配置など

・様々な分野のデータをつなぐ石川県広域データ 290,000 県民のニーズや属性に応じたきめ細かなサービスを創出

  連携基盤の整備（３月１次補正） するための基盤構築

(2) 行政のＤＸ推進

・　県庁における「デジタルワークスタイル」の実現 294,205 職員同士のコミュニケーションの活性化等につながる

　（一部３月１次補正） フリーアドレスの順次導入、多様な働き方を見据えた

パイロットオフィスの整備、テレワークシステムの

整備（２，２００人分→４，６００人分）、資料の全文

検索システムの導入、出先機関における庁内ネットワーク

の無線化（直江庁舎など１０施設）など

・　デジタル人材の育成 1,000 「ＩＴパスポート」の取得促進に向けた入門研修の

実施

・　電子決裁の推進 42,000 更なる業務効率化につながる新たなシステムの構築

（Ｒ６年２月運用開始）

・　看護大学におけるデジタル環境の整備 24,000 デジタル教科書の導入、デジタル機器を活用した

　（３月１次補正） 実習室の機能強化など

・市町におけるデジタル化の加速への支援 30,000 市町の基幹業務システムの標準化とガバメントクラウド

の活用に向けたワークショップの開催、専門家による

助言・相談体制の構築

２ 個性と魅力にあふれる交流盛んな地域づくり

・知事公舎等の利活用に向けた本格的な検討 1,000 「知事公舎利活用検討委員会」（Ｒ５年３月設置）による

利活用策のとりまとめ
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金　　額（千円）

３ 私立学校の振興

・　私立学校経常費補助金 3,842,844 補助単価（生徒１人当たり）

高等学校 391,432 円

中 学 校 334,058 円

小 学 校 335,008 円

幼 稚 園 211,571 円

専修学校 27,100 円

・　私立学校教育施設整備費補助金 106,889 私立学校の教育施設・設備整備に対する支援

・　私立高等学校等就学支援金 1,927,523 私立高等学校の生徒に対する就学支援

・　私立高等学校授業料軽減補助金 160,730 授業料の軽減

　（年収約５９０万円以上約７３０万円未満世帯）

・　教育費負担軽減奨学金 97,631 低所得世帯の私立高等学校等の生徒に対する教育費負

担の軽減

・　高等教育授業料等減免事業費補助金 202,809 低所得者世帯の学生に対する授業料・入学金の減免

　（私立専修学校）

４ 公立大学法人に対する支援（一部再掲） 1,910,924 大学法人の運営に必要な経費に対する支援、低所得者世帯

の学生に対する授業料・入学金の減免など

５ 計画的な行財政運営の推進

・　自治研修センター研修費（一部再掲） 42,783 組織のパフォーマンスの向上と主体的なキャリア形成の

推進

戦略的な広報の推進に向けた研修、女性職員キャリア

支援研修、職員のデータに基づく施策立案の推進に

向けた研修、「ＩＴパスポート」の取得促進に向けた

入門研修の実施など

・　老朽化に伴う寺町公舎（部長公舎）の廃止、

　解体、跡地の売却

・　個人住民税の滞納整理の推進 6,000 滞納整理機構による市町との共同徴収の実施

（石川県央、南加賀、中能登、奥能登）

・グリーンボンド（全国型市場公募地方債）の発行

６ 県議会議員選挙の執行 477,000 令和５年４月９日執行予定
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